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野村日本企業価値向上オープン
（円投資型）/（米ドル投資型） 

運用報告書(全体版) 
 

第４期（決算日2019年３月25日） 
 

作成対象期間（2018年３月24日～2019年３月25日） 

受益者のみなさまへ 

平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 
当作成対象期間の運用状況等についてご報告申し上げます。 
今後とも一層のお引立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 
 

●当ファンドの仕組みは次の通りです｡ 
 円投資型 米ドル投資型 

商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 
信 託 期 間 2015年５月18日から2026年３月23日までです。 

運 用 方 針 

野村日本企業価値向上オープン マザーファンド（以下「マザーファンド」といいます。）受益証券への投資を通じて、主としてわが国
の株式に実質的に投資し、信託財産の成長を目標に積極的な運用を行うことを基本とします。わが国の株式の中から、企業価値向上が
期待される銘柄を選別して投資することにより、中長期的な値上がり益の獲得を目指します。 

－ 
円建て資産について、選択権付き為替予約取引等の外国為替に関する
デリバティブ取引を活用し、米ドルへの投資効果を追求します。なお、
外国為替予約取引等を活用する場合があります。 

主な投資対象 
マザーファンド受益証券を主要投資対象とします。なお、株式
等に直接投資する場合があります。 

マザーファンド受益証券を主要投資対象とし、選択権付き為替予約取
引等の外国為替に関するデリバティブ取引を主要取引対象とします。
また、株価指数先物取引および外国為替予約取引等を活用する場合、短
期有価証券ならびに短期金融商品等に投資する場合があります。なお、
株式等に直接投資する場合があります。 

マザーファンド わが国の株式を主要投資対象とします。 

主な投資制限 
野村日本企業価値向上オープン 
（円投資型）/（米ドル投資型） 

株式への実質投資割合には制限を設けません。 

マザーファンド 株式への投資割合には制限を設けません。 

分 配 方 針 
毎決算時に、原則として経費控除後の繰越分を含めた配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等から、基準価額水準等を勘案して分
配します。留保益の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。 
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－ 1 － 

野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜円投資型＞ 

○設定以来の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 参 考 指 数 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

東証株価指数 
（ T O P I X ） 

期 中 
騰 落 率 

(設定日) 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

2015年５月18日 10,000 － － 1,607.11 － － － 25,149 

１期(2016年３月23日) 8,626 0 △13.7 1,364.20 △15.1 99.0 － 46,902 

２期(2017年３月23日) 9,534 0 10.5 1,530.41 12.2 98.3 － 38,964 

３期(2018年３月23日) 10,539 60 11.2 1,664.94 8.8 99.1 － 24,880 

４期(2019年３月25日) 9,894 0 △ 6.1 1,577.41 △ 5.3 98.1 － 15,771 
 
＊基準価額の騰落率は分配金込み。 

＊当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

＊株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 参 考 指 数 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 

東証株価指数 
（ T O P I X ） 

騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2018年３月23日 10,539 － 1,664.94 － 99.1 － 

３月末 11,003 4.4 1,716.30 3.1 98.3 － 

４月末 11,394 8.1 1,777.23 6.7 98.4 － 

５月末 11,337 7.6 1,747.45 5.0 98.0 － 

６月末 11,169 6.0 1,730.89 4.0 98.7 － 

７月末 11,165 5.9 1,753.29 5.3 99.0 － 

８月末 11,124 5.6 1,735.35 4.2 99.0 － 

９月末 11,753 11.5 1,817.25 9.1 97.6 － 

10月末 10,494 △ 0.4 1,646.12 △ 1.1 97.9 － 

11月末 10,724 1.8 1,667.45 0.2 97.9 － 

12月末 9,475 △10.1 1,494.09 △10.3 98.3 － 

2019年１月末 9,853 △ 6.5 1,567.49 △ 5.9 98.6 － 

２月末 10,058 △ 4.6 1,607.66 △ 3.4 98.5 － 

(期  末)       

2019年３月25日 9,894 △ 6.1 1,577.41 △ 5.3 98.1 － 
 
＊騰落率は期首比です。 

＊当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

＊株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 
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－ 2 － 

野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜米ドル投資型＞ 

○設定以来の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

(設定日) 円 円 ％ ％ ％ 百万円 

2015年５月18日 10,000 － － － － 42,730 

１期(2016年３月23日) 7,989 0 △20.1 91.6 6.7 127,458 

２期(2017年３月23日) 8,734 0 9.3 92.7 5.6 109,459 

３期(2018年３月23日) 9,232 0 5.7 93.2 5.6 67,289 

４期(2019年３月25日) 9,294 0 0.7 92.6 5.8 42,606 
 
＊当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

＊株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 

＊当ファンドは特定の指数等を念頭に置いた運用を行っていないため、ベンチマーク等はありません。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％ ％ ％ 

2018年３月23日 9,232 － 93.2 5.6 

３月末 9,767 5.8 90.4 6.8 

４月末 10,418 12.8 89.7 7.4 

５月末 10,332 11.9 91.4 5.6 

６月末 10,376 12.4 91.0 6.0 

７月末 10,452 13.2 92.2 5.8 

８月末 10,402 12.7 92.4 6.3 

９月末 11,252 21.9 91.0 6.2 

10月末 10,053 8.9 90.2 6.4 

11月末 10,302 11.6 91.1 6.1 

12月末 8,906 △ 3.5 91.2 6.4 

2019年１月末 9,124 △ 1.2 91.9 6.3 

２月末 9,509 3.0 91.1 6.9 

(期  末)     

2019年３月25日 9,294 0.7 92.6 5.8 
 
＊騰落率は期首比です。 

＊当ファンドはマザーファンドを組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

＊株式先物比率は買い建て比率－売り建て比率。 

 

  



品 名：90001_140647_140648_004_02_野村日本企業価値向上オープン（円投資型）／（米ドル投資型）_765549.docx 

日 時：2019/4/19 10:53:00 

ページ：3 

 

－ 3 － 

野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜円投資型＞ 

◎運用経過 

○期中の基準価額等の推移 
 

  

  
（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。作成期首（2018年３月23日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 

（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、個々のお客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注）参考指数は、東証株価指数（TOPIX）です。参考指数は、作成期首（2018年３月23日）の値が基準価額と同一となるように計算してお

ります。 

（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 

＊基準価額は6.1％の下落 

基準価額は期首10,539円から期末9,894円に645円の値下がりとなりました。 

 

①の局面（期首～９月下旬） 

（上昇） 米国の長期金利上昇などを背景に円安ドル高が進行したこと。 

（下落） イタリアの総選挙を受けた政治的混乱への懸念の高まりからユーロが大幅下落したこ

となどで、リスク回避の動きが強まったこと。 

（上昇） 米朝首脳会談により地政学的リスクへの懸念が和らいだこと。 

（下落） 米中貿易摩擦の激化に対する警戒感が高まり、リスク回避の動きが強まったこと。 

  



品 名：90001_140647_140648_004_02_野村日本企業価値向上オープン（円投資型）／（米ドル投資型）_765549.docx 

日 時：2019/4/19 10:53:00 

ページ：4 
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野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜円投資型＞ 

（上昇） 米国の好調な経済指標を背景に円安ドル高が進行したほか、日銀の金融政策調整によ

る金利上昇への期待の高まりから、金融株の買いが膨らんだこと。 

（下落） 中国経済減速への懸念が高まったほか、トルコリラの急落などからリスク回避の動き

が強まったこと。 

（上昇） FRB（米連邦準備制度理事会）議長が米政策金利の緩やかな利上げ姿勢を示したこと

を受けた円安ドル高の進行や、米中貿易摩擦激化に対する過度な懸念が後退したこと。 

 

②の局面（10月上旬～期末） 

（下落） 米国の長期金利が急上昇したほか、10月中旬より本格化した米国企業の７-９月期決算

発表で米中貿易摩擦の影響が徐々に明らかとなり、電機株を中心に国内株式市場が下

落したこと。 

（上昇）米国の中間選挙が市場予想通りの結果となり、投資家のリスク回避姿勢が弱まったこと。 

（下落）米中首脳会談の合意内容が具体性に乏しく、米中貿易摩擦解消への期待が剥落したこと。 

（上昇） FRB議長が柔軟な金融政策運営方針を示したことで今後の金融引き締めへの懸念が薄

らいだこと。 

（上昇） 米中通商協議の進展による両国間の貿易摩擦解消への期待が高まったこと。 

 

○当ファンドのベンチマークとの差異 

当ファンドは運用の目標となるベンチマー

クを設けておりません。 

コメント・グラフは、基準価額と参考指数の

騰落率の対比です。 

 

参考指数としている東証株価指数（TOPIX）

の騰落率が－5.3％となったのに対して、基準価

額は－6.1％となりました。 

 

（主なプラス要因） 

①市場平均より少なめに保有していた銀行業

の騰落率が市場平均を下回ったこと 

②市場平均より多めに保有していた陸運業、水

産・農林業が市場平均より値上がりしたこと 

③市場平均より多めに保有していたバンダイ

ナムコホールディングス、ファンケル、日本

水産などが値上がりしたこと 
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－ 5 － 

野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜円投資型＞ 

（主なマイナス要因） 

①市場平均より多めに保有していたその他製品の騰落率が市場平均を下回ったこと 

②市場平均より少なめに保有していた電気・ガス業、サービス業が市場平均より値上がりした

こと 

③市場平均より多めに保有していたローム、日揮、任天堂などが市場平均より値下がりしたこと 

 

 

◎分配金 

（１） 収益分配金については、基準価額の水準等を勘案して、今期は見送りとさせていただき

ました。 

（２） 留保益の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。 

 

○分配原資の内訳 

 （単位：円、１万口当たり・税込み） 

項 目 
第４期 

2018年３月24日～ 
2019年３月25日 

当期分配金 －  

(対基準価額比率) －％ 

 当期の収益 －  

 当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 638  
 

（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 
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野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜米ドル投資型＞ 

◎運用経過 

○期中の基準価額等の推移 
 

  

  
（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。作成期首（2018年３月23日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 

（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、個々のお客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 

＊基準価額は0.7％の上昇 

基準価額は期首9,232円から期末9,294円に62円の値上がりとなりました。 

 

①の局面（期首～９月下旬） 

（上昇） 米国の長期金利上昇などを背景に円安ドル高が進行したこと。 

（下落） イタリアの総選挙を受けた政治的混乱への懸念の高まりからユーロが大幅下落したこ

となどで、リスク回避の動きが強まったこと。 

（上昇） 米朝首脳会談により地政学的リスクへの懸念が和らいだこと。 

（下落） 米中貿易摩擦の激化に対する警戒感が高まり、リスク回避の動きが強まったこと。 

（上昇） 米国の好調な経済指標を背景に円安ドル高が進行したほか、日銀の金融政策調整によ

る金利上昇への期待の高まりから、金融株の買いが膨らんだこと。 
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野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜米ドル投資型＞ 

（下落） 中国経済減速への懸念が高まったほか、トルコリラの急落などからリスク回避の動き

が強まったこと。 

（上昇） FRB（米連邦準備制度理事会）議長が米政策金利の緩やかな利上げ姿勢を示したこと

を受けた円安ドル高の進行や、米中貿易摩擦激化に対する過度な懸念が後退したこと。 

 

②の局面（10月上旬～期末） 

（下落） 米国の長期金利が急上昇したほか、10月中旬より本格化した米国企業の７-９月期決算

発表で米中貿易摩擦の影響が徐々に明らかとなり、電機株を中心に国内株式市場が下

落したこと。 

（上昇）米国の中間選挙が市場予想通りの結果となり、投資家のリスク回避姿勢が弱まったこと。 

（下落）米中首脳会談の合意内容が具体性に乏しく、米中貿易摩擦解消への期待が剥落したこと。 

（上昇） FRB議長が柔軟な金融政策運営方針を示したことで今後の金融引き締めへの懸念が薄

らいだこと。 

（上昇） 米中通商協議の進展による両国間の貿易摩擦解消への期待が高まったこと。 

 

○当ファンドのベンチマークとの差異 

当ファンドは特定の指数等を念頭に置いた運

用を行っていないため、ベンチマーク等はあり

ません。 

グラフは、期中の当ファンドの期別基準価額

騰落率です。 
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野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜米ドル投資型＞ 

◎分配金 

（１） 収益分配金については、基準価額の水準等を勘案して、今期は見送りとさせていただき

ました。 

（２） 留保益の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。 

 

○分配原資の内訳 

 （単位：円、１万口当たり・税込み） 

項 目 
第４期 

2018年３月24日～ 
2019年３月25日 

当期分配金 －  

(対基準価額比率) －％ 

 当期の収益 －  

 当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 341  
 

（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 
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野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜円投資型/米ドル投資型＞ 

○投資環境 

期首から５月にかけて、国内株式市場は上昇しました。米国の長期金利の上昇などから１ド

ル109円台まで円安ドル高が進行し日本企業の輸出採算の改善が期待されたことや、2018年３

月期決算での好業績銘柄を中心に買いが優勢となったことから反発しました。 

 

６月から８月にかけて、国内株式市場は小幅下落しました。米朝首脳会談を受けて地政学的

リスクへの懸念が和らいだことや、FRB議長の議会証言を受けて一時１ドル113円台まで円安

ドル高が進行したことなどから上昇しました。しかし、トランプ米大統領が中国の知的財産侵

害に対する制裁関税を巡り新たに追加関税を検討すると発表し中国商務省も対抗措置の可能

性を示したとの報道がなされたことや、トルコリラの急落に伴う新興国通貨の大幅下落やトル

コ向け債権を保有する欧州銀行への不安の高まりなどから下落し、当期間の国内株式市場は小

幅下落しました。 

 

９月から11月にかけて、国内株式市場は下落しました。米中の通商協議再開への期待から両

国間の貿易摩擦への懸念がいったん後退したことや、トルコ中央銀行が政策金利の大幅利上げ

を実施したことで新興国市場への過度な不安感が解消されたことなどから、日経平均株価が

８ヶ月ぶりの24,000円台にまで上昇する場面もありましたが、米国の好調な経済指標を受けた

長期金利の急上昇や、中国製スパイチップによる米国へのサイバー攻撃報道を受けた米中貿易

摩擦への警戒感の高まりなどから世界的な株安が発生し、当期間の国内株式市場も下落しました。 

 

12月から期末にかけて、国内株式市場は下落しました。中国通信機器大手企業の幹部が米国

の要請を受けたカナダ当局に逮捕されたことで貿易戦争への懸念が再燃したことや、FOMC

（米連邦公開市場委員会）の利上げ決定を受けて景気減速への警戒感が高まったことなどから

米国株式市場の下落が続き、国内株式市場も12月は二桁を超える下落率となりました。その後

は、FRB議長が柔軟な金融政策運営方針を示したことで今後の金融引き締めへの懸念が薄らい

だことや、米中通商協議の進展による両国間の貿易摩擦解消への期待などから米国株式市場が

反発し、国内株式市場も上昇に転じましたが、当期間では下落しました。 
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野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜円投資型/米ドル投資型＞ 

○当ファンドのポートフォリオ 

［野村日本企業価値向上オープン（円投資型）］ 

基本方針として、当ファンドは［野村日本企業価値向上オープン マザーファンド］を高位

に組み入れます。期末の実質株式組入比率は98.1％としました。 

 

［野村日本企業価値向上オープン（米ドル投資型）］ 

（１） 基本方針として、当ファンドは［野村日本企業価値向上オープン マザーファンド］を

組み入れるほか、株価指数先物取引を活用することで、実質的な株式組入比率を高位に

維持します。期末の実質株式組入比率は98.4％としました。 

（２） また、選択権付き為替予約取引を行なうことで米ドルへの投資効果を追求します。期末

の米ドルのエクスポージャー比率は99.1％としました。 

 

［野村日本企業価値向上オープン マザーファンド］ 

・株式組入比率 

期を通じて高位を維持し、期末は98.3％としました。 

 

・期中の主な動き 

（１） ROE（自己資本利益率）や余剰資金水準などに基づく企業価値向上の「余地」、および経

営陣の株主還元などを通じた企業価値向上への「意欲」の２つの視点で選んだ銘柄群の

中から、業績動向やバリュエーション（投資価値評価）、企業の競争力などを勘案して投

資魅力度が高いと判断される銘柄に投資しました。 

（２） 期中の売買では、武田薬品工業、三井不動産、ファンケル、小松製作所、京セラなどを

買い付けました。一方、丸井グループ、島津製作所、日産自動車、三菱UFJフィナンシャ

ル・グループ、住友電気工業などを売却しました。 

（３） 期末において保有している主な業種は電気機器、医薬品、化学、建設業、情報・通信業

など、主な銘柄は協和発酵キリン、日本新薬、ファンケル、コムシスホールディングス、

ロームなどです。 
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野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜円投資型/米ドル投資型＞ 

◎今後の運用方針 

［野村日本企業価値向上オープン マザーファンド］ 

・投資環境 

日本経済は、個人消費などの内需は相対的に堅調に推移していますが輸出など外需鈍化の影

響が懸念される状況です。2018年10-12月期の実質GDP（国内総生産）成長率は前期比年率

＋1.9％となり、２四半期ぶりのプラス成長となりましたが、主要国の製造業PMI（購買担当者

景気指数）の弱さなどを考慮すると設備投資の先行きには注意が必要です。2019年10月に予定

されている消費税率引き上げの影響については、政府の対策により過去の増税時よりも経済へ

の影響は小さいと見込まれますが増税後の経済成長には不透明感があります。2019年２月の消

費者物価指数（生鮮食品除く）は前年比＋0.7％となり、日銀の物価安定の目標である２％から

は下振れを続けています。物価の動きは依然として弱く、今後携帯電話料金の引き下げなどに

よりインフレ期待が明確に低下し円高基調となった場合には追加金融緩和の議論が高まる可

能性があります。日銀の金融政策については当面現行からの大きな転換はないと予想していま

すが、為替相場やインフレ期待次第では金融緩和の強化・縮小いずれの方向にも動く可能性が

あり注意が必要です。当社では2019年の実質GDP成長率は前年比＋0.6％と予想しています。 

2018年度国内企業の予想経常利益は、前年度比4.5％増（野村證券金融経済研究所予想による

Russell/Nomura Large Cap［除く金融］、３月22日時点）、2019年度は同7.3％増（同上）となる

ことが予想されます。また、株式市場については、2018年度の予想PBR（株価純資産倍率）が

1.42倍（同上）と過去に比べて割高感はなく、好調な景気と企業業績に対する期待が更に高ま

るにつれ、上昇するとみています。 

 

・投資方針 

（１） 引き続き、ROEや余剰資金水準などに基づく企業価値向上の「余地」、および経営陣の株

主還元などを通じた企業価値向上への「意欲」の２つの視点で選んだ銘柄を主要投資対

象として運用を行ってまいります。 

（２） 銘柄選択にあたっては、企業取材によるボトムアップアプローチをベースに、企業の競

争力や経営の評価、収益予想などの企業分析を行い、企業の成長性やバリュエーション

などを考慮して組み入れを行います。また、銘柄の投資比率の決定に際しては、株式の

市場性などにも留意して分散投資をはかります。 

（３） 経営者の意識が変わってきたことで、自社株買いの実施や配当性向の引上げなど株主還

元強化の動きが強まっています。事業の成長も含め企業価値の向上に積極的に取り組ん

でいる企業に着目して投資していく方針です。 
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野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜円投資型/米ドル投資型＞ 

［野村日本企業価値向上オープン（円投資型）］ 

当ファンドは引き続き第５期の運用に入ります。 

今後の運用に関しましては、前述の投資環境見通しのもとで、ファンドの資金動向に充分配

慮しつつ、主要な投資対象であります［野村日本企業価値向上オープン マザーファンド］の

組み入れを高位に維持し、基準価額の向上に努めます。 

 

［野村日本企業価値向上オープン（米ドル投資型）］ 

当ファンドは引き続き第５期の運用に入ります。 

今後の運用に関しましては、前述の投資環境見通しのもとで、ファンドの資金動向に充分配

慮しつつ、実質的な株式組入比率を高位に維持すると同時に、選択権付き為替予約取引等の外

国為替に関するデリバティブ取引を行なうことで基準価額の向上に努めます。 

 

引き続きご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
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野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜円投資型＞ 

○１万口当たりの費用明細 (2018年３月24日～2019年３月25日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 147  1.357  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） ( 70)  (0.652)  ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、法定書面等の作成、 
基準価額の算出等 

 （ 販 売 会 社 ） ( 70)  (0.652)  購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理 
および事務手続き等 

 （ 受 託 会 社 ） (  6)  (0.054)  ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 6   0.060   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） (  6)  (0.060)   

（c） そ の 他 費 用 0   0.003   (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） (  0)  (0.003)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 153   1.420    

期中の平均基準価額は、10,795円です。  

 
＊期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。

＊各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

＊売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するもの

を含みます。 

＊各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数

第３位未満は四捨五入してあります。 

 

○売買及び取引の状況 (2018年３月24日～2019年３月25日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
野村日本企業価値向上オープン マザーファンド 79,756 87,400 7,609,058 8,827,000 

 
＊単位未満は切り捨て。 

  

親投資信託受益証券の設定、解約状況 
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野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜円投資型＞ 

○株式売買比率 (2018年３月24日～2019年３月25日) 

 

項 目 
当 期 

野村日本企業価値向上オープン マザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 71,107,306千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 72,108,358千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.98   
 
＊(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2018年３月24日～2019年３月25日) 

 

＜野村日本企業価値向上オープン（円投資型）＞ 

 該当事項はございません。 

 

＜野村日本企業価値向上オープン マザーファンド＞ 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 20,888 4,037 19.3 50,218 9,293 18.5 

平均保有割合 27.8%       
 
※平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該子ファンドのマザーファンド所有口数の割合。 

 

 

項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 12,187千円 
うち利害関係人への支払額（B） 2,334千円 

（B）／（A） 19.2％   
 
＊売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するものです。 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは野村
證券株式会社です。 

 

  

利害関係人との取引状況 
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野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜円投資型＞ 

○組入資産の明細 (2019年３月25日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

野村日本企業価値向上オープン マザーファンド 22,531,717 15,002,415 15,739,034 
 
＊口数・評価額の単位未満は切り捨て。 
 
 

親投資信託における組入資産の明細につきましては、後述の親投資信託の「運用報告書」をご参照ください。 
 

○投資信託財産の構成 (2019年３月25日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

野村日本企業価値向上オープン マザーファンド 15,739,034 98.7 

コール・ローン等、その他 207,551 1.3 

投資信託財産総額 15,946,585 100.0 
 
＊金額の単位未満は切り捨て。 

 

  

親投資信託残高 
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野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜円投資型＞ 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2019年３月25日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 15,946,585,227   

 コール・ローン等 158,650,930   

 野村日本企業価値向上オープン マザーファンド(評価額) 15,739,034,297   

 未収入金 48,900,000   

(B) 負債 175,156,769   

 未払解約金 60,114,123   

 未払信託報酬 114,766,907   

 未払利息 358   

 その他未払費用 275,381   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 15,771,428,458   

 元本 15,940,938,120   

 次期繰越損益金 △   169,509,662   

(D) 受益権総口数 15,940,938,120口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 9,894円 
 

（注）期首元本額は 23,608,692,125円、期中追加設定元本額は

197,568,652円、期中一部解約元本額は7,865,322,657円、１口当

たり純資産額は0.9894円です。 

○損益の状況 (2018年３月24日～2019年３月25日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 △       65,088   

 支払利息 △       65,088   

(B) 有価証券売買損益 △  765,665,118   

 売買益 466,442,217   

 売買損 △1,232,107,335   

(C) 信託報酬等 △  273,042,214   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △1,038,772,420   

(E) 前期繰越損益金 855,516,869   

(F) 追加信託差損益金 13,745,889   

 (配当等相当額) (     25,828,625)  

 (売買損益相当額) (△   12,082,736)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △  169,509,662   

(H) 収益分配金 0   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) △  169,509,662   

 追加信託差損益金 13,745,889   

 (配当等相当額) (     26,868,114)  

 (売買損益相当額) (△   13,122,225)  

 分配準備積立金 990,397,308   

 繰越損益金 △1,173,652,859   
 
＊損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによる

ものを含みます。 

＊損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等

相当額を含めて表示しています。 

＊損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設

定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいい

ます。 

 

（注）分配金の計算過程（2018年３月24日～2019年３月25日）は以下の通りです。 

項 目 
当 期 

2018年３月24日～ 
2019年３月25日 

a. 配当等収益(経費控除後) 134,880,439円 

b. 有価証券売買等損益(経費控除後・繰越欠損金補填後) 0円 

c. 信託約款に定める収益調整金 26,868,114円 

d. 信託約款に定める分配準備積立金 855,516,869円 

e. 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 1,017,265,422円 

f. 分配対象収益(１万口当たり) 638円 

g. 分配金 0円 

h. 分配金(１万口当たり) 0円 
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野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜円投資型＞ 

○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 0円 
 
※分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合、分配金は全額普通分配金となります。 

※分配前の基準価額が個別元本を上回り、分配後の基準価額が個別元本を下回る場合、分配金は個別元本を上回る部分が普通分配金、下回

る部分が元本払戻金（特別分配金）となります。 

※分配前の基準価額が個別元本と同額または下回る場合、分配金は全額元本払戻金（特別分配金）となります。 

 

○お知らせ 

 該当事項はございません。 
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野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜米ドル投資型＞ 

○１万口当たりの費用明細 (2018年３月24日～2019年３月25日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 138  1.368  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） ( 66)  (0.652)  ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、法定書面等の作成、 
基準価額の算出等 

 （ 販 売 会 社 ） ( 66)  (0.652)  購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理 
および事務手続き等 

 （ 受 託 会 社 ） (  7)  (0.065)  ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 6   0.058   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
   ※売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） (  6)  (0.055)   

 （ 先 物 ・ オ プ シ ョ ン ） (  0)  (0.002)   

（c） そ の 他 費 用 0   0.003   (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） (  0)  (0.003)  監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 144   1.429    

期中の平均基準価額は、10,074円です。  

 
＊ 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。
＊ 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
＊ 売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するもの

を含みます。 
＊ 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数

第３位未満は四捨五入してあります。 

 

○売買及び取引の状況 (2018年３月24日～2019年３月25日) 

 

種 類 別 
買 建 売 建 

新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額 

国 
内 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
株式先物取引 19,324 20,614 － － 

 
＊ 単位未満は切り捨て。 
  

先物取引の種類別取引状況 
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野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜米ドル投資型＞ 

 

種 類 別 
コール・ 
プット別 

買 建 売 建 

新 規 

買 付 額 
決 済 額 

権 利 

行 使 

権 利 

放 棄 

新 規 

売 付 額 
決 済 額 

権 利 

被 行 使 

義 務 

消 滅 

国 

内 

  百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

通貨オプション取引 コール 134,997 137,244 － － － － － － 

 プット － － － － 134,997 131,959 － － 
 
＊ 単位未満は切り捨て。 

 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
野村日本企業価値向上オープン マザーファンド － － 19,049,299 21,925,100 

 
＊ 単位未満は切り捨て。 

 

○株式売買比率 (2018年３月24日～2019年３月25日) 

 

項 目 
当 期 

野村日本企業価値向上オープン マザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 71,107,306千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 72,108,358千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.98   
 
＊ (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2018年３月24日～2019年３月25日) 

 

＜野村日本企業価値向上オープン（米ドル投資型）＞ 

 該当事項はございません。 
 

＜野村日本企業価値向上オープン マザーファンド＞ 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 20,888 4,037 19.3 50,218 9,293 18.5 

平均保有割合 72.2%       
 
※ 平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該子ファンドのマザーファンド所有口数の割合。   

オプションの種類別取引状況 

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

利害関係人との取引状況 
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野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜米ドル投資型＞ 

 

項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 32,804千円 
うち利害関係人への支払額（B） 6,013千円 

（B）／（A） 18.3％   
 
＊売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを含みます。 
 

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは野村
證券株式会社です。 

 

○組入資産の明細 (2019年３月25日現在) 

 

銘      柄      別 
当 期 末 

買   建   額 売   建   額 

国 
内 

  百万円 百万円 

株式先物取引 ＴＯＰＩＸ 2,489 － 
 
＊単位未満は切り捨て。 

 

 

銘      柄      別 
コール・ 
プット別 

当 期 末 

買 建 額 売 建 額 

国 

内 

   百万円 百万円 

通貨オプション取引 ドル コール 525 － 

  プット － 525 
 
＊単位未満は切り捨て。 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

野村日本企業価値向上オープン マザーファンド 57,310,046 38,260,747 40,139,350 
 
＊口数・評価額の単位未満は切り捨て。 
 
 

親投資信託における組入資産の明細につきましては、後述の親投資信託の「運用報告書」をご参照ください。 
 

先物取引の銘柄別期末残高 

オプションの銘柄別期末残高 

親投資信託残高 
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野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜米ドル投資型＞ 

○投資信託財産の構成 (2019年３月25日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

野村日本企業価値向上オープン マザーファンド 40,139,350 87.3 

コール・ローン等、その他 5,861,427 12.7 

投資信託財産総額 46,000,777 100.0 
 
＊金額の単位未満は切り捨て。 

 

○特定資産の価格等の調査 

調査依頼を行った取引は2018年３月10日から2019年３月11日までの間でオプション取引（為

替店頭オプション取引）980件でした。これらのオプション取引（為替店頭オプション取引）

について、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号）第11条第２項に基づ

いて比較可能な価格のほか、取引の相手方の名称、通貨の種類、プット又はコールの別、数量、

オプション料計上額その他の当該オプション取引（為替店頭オプション取引）の内容に関して、

EY新日本有限責任監査法人に調査を委託し、日本公認会計士協会が公表した専門業務実務指針

4460「投資信託及び投資法人における特定資産の価格等の調査に係る合意された手続業務に関

する実務指針」に基づく調査結果として合意された手続実施結果報告書を入手しています。 

なお、本調査は財務諸表監査の一部ではなく、また、価格の妥当性や内部管理体制について

保証を提供するものではありません。 
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野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜米ドル投資型＞ 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2019年３月25日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 46,000,777,260   

 コール・ローン等 3,343,172,127   

 野村日本企業価値向上オープン マザーファンド(評価額) 40,139,350,013   

 コール・オプション(買) 525,117,600   

 未収入金 1,912,846,320   

 差入委託証拠金 80,291,200   

(B) 負債 3,394,322,540   

 プット・オプション(売) 525,117,600   

 未払金 2,425,937,652   

 未払解約金 124,764,896   

 未払信託報酬 317,738,380   

 未払利息 7,555   

 その他未払費用 756,457   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 42,606,454,720   

 元本 45,842,578,028   

 次期繰越損益金 △ 3,236,123,308   

(D) 受益権総口数 45,842,578,028口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 9,294円 
 

（注）期首元本額は 72,888,426,732円、期中追加設定元本額は

333,239,273円、期中一部解約元本額は27,379,087,977円、１口当

たり純資産額は0.9294円です。 

○損益の状況 (2018年３月24日～2019年３月25日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 △     2,363,188   

 支払利息 △     2,363,188   

(B) 有価証券売買損益 △ 2,470,128,834   

 売買益 1,074,704,455   

 売買損 △ 3,544,833,289   

(C) 先物取引等取引損益 3,502,640,755   

 取引益 23,575,306,488   

 取引損 △20,072,665,733   

(D) 信託報酬等 △   774,274,369   

(E) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ) 255,874,364   

(F) 前期繰越損益金 △ 3,932,561,009   

(G) 追加信託差損益金 440,563,337   

 (配当等相当額) (      24,990,210)  

 (売買損益相当額) (     415,573,127)  

(H) 計(Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) △ 3,236,123,308   

(I) 収益分配金 0   

 次期繰越損益金(Ｈ＋Ｉ) △ 3,236,123,308   

 追加信託差損益金 440,563,337   

 (配当等相当額) (      25,263,989)  

 (売買損益相当額) (     415,299,348)  

 分配準備積立金 1,538,004,519   

 繰越損益金 △ 5,214,691,164   
 
＊損益の状況の中で(B)有価証券売買損益および(C)先物取引等取引

損益は期末の評価換えによるものを含みます。 

＊損益の状況の中で(D)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等

相当額を含めて表示しています。 

＊損益の状況の中で(G)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設

定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいい

ます。 

 

（注）分配金の計算過程（2018年３月24日～2019年３月25日）は以下の通りです。 

項 目 
当 期 

2018年３月24日～ 
2019年３月25日 

a. 配当等収益(経費控除後) 249,980,562円 

b. 有価証券売買等損益(経費控除後・繰越欠損金補填後) 0円 

c. 信託約款に定める収益調整金 25,263,989円 

d. 信託約款に定める分配準備積立金 1,288,023,957円 

e. 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 1,563,268,508円 

f. 分配対象収益(１万口当たり) 341円 

g. 分配金 0円 

h. 分配金(１万口当たり) 0円 
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野村日本企業価値向上オープン（円投資型）/（米ドル投資型）

＜米ドル投資型＞ 

○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 0円 
 
※分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合、分配金は全額普通分配金となります。 

※分配前の基準価額が個別元本を上回り、分配後の基準価額が個別元本を下回る場合、分配金は個別元本を上回る部分が普通分配金、下回

る部分が元本払戻金（特別分配金）となります。 

※分配前の基準価額が個別元本と同額または下回る場合、分配金は全額元本払戻金（特別分配金）となります。 

 

○お知らせ 

 該当事項はございません。 
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